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要約 

 

「我々は、各々の社会に対する個別の責任に加え、全世界にわたり人間の尊厳、平等及

び衡平を支持する集団的責任を有していることを認識する。したがって、我々は指導者と

して世界の全ての人々、特に、最も弱い人々、就中未来を担う世界の子供達に対して責任

を負っている。」2とミレニアム宣言にあるように、我々日本をはじめとする先進国には途

上国の発展に対して責任がある。 

世界には 70 億人以上の人々が生きており、そのうちの 12 億人が貧困であるとされてい

る。近年の東南アジアをはじめとする途上国の著しい発展によって世界全体の貧困率は大

きく低くなったものの、アフリカ地域、特にサハラ以南アフリカでは改善されておらず、

さらに状況が悪化した国も存在する。ミレニアム開発目標にもあるように世界の貧困と飢

餓の撲滅は世界が直面する最も喫緊の問題である。具体的な目標としては、極度の貧困、

つまり 1 日 1.25 米ドル未満で生活する人口の割合を半減させることがあげられている。

しかしながらその解決は困難とされている。そこで我々は最貧国の一つである、貧困率

80％のマダガスカル共和国に注目し、その発展を促すことができるような政策を考える。 

マダガスカル共和国はアフリカ南東部に位置する島国で、豊かな動植物で知られ「イン

ド洋最後の楽園」とも評される。しかしながら、1960 年の独立以降政治は安定せず、独立

後の 40 年間で一人当たり GDP が半減するなど、発展が進まずにいる。また、2009 年の

クーデター発生により、アフリカ連合(AU)や南部アフリカ開発共同体(SADC)から経済制

裁を受け、人道支援目的以外での ODA も停止された。しかし、2014 年の新大統領誕生に

伴い、それらの制裁は解除された。今後の支援はマダガスカルの発展において重要になる

ことは明らかであり、我々が本稿において提言する支援の在り方も大きな意味を持つだろ

う。それこそが我々がマダガスカル共和国に注目した理由である。 

『世界開発報告 2008 開発のための農業』(2008)によると貧困脱却のための三本の道は

「農業生産性の向上」「非農業就労からの所得」「都市への労働移動」とされている。そ

こで我々はマダガスカルの貧困脱却のひとつのプロセスとして労働移動に注目する。都市

への労働移動、出稼ぎは収入の増加をもたらすとともに、収入の多角化、ネットワークの

形成にも繋がる。収入の多角化は世帯員の病気や台風、その他自然災害によって農業によ

る収入が減少したときにその実際的なダメージを軽減することができる。ネットワークの

形成が進むと、情報量の増加、そして新たな労働移動のきっかけにもなる。 

我々は 2014 年 8 月 5 日から 20 日間にわたり現地にて、アンケート式の世帯調査を行い、

そのデータを用いて分析を行った。調査において、労働移動に行ったことがあるかどうか

という質問とともに、労働移動に行きたいかどうか、という労働移動意思についても質問

した。どのような人が労働移動に行っているのか、また行きたいと思っているのかを分析

によって明らかにする。また移動先は都市、農村で区別し、移動期間においても短期か長

期化で区別している。つまり、移動については「農村、短期」「農村、長期」「都市、短

期」「都市、長期」という 4 つのパターンが存在することになる。区別する理由としては、

それぞれ物理的距離、心理的距離、移動のリスクが異なるためである。分析ではリスクに

                                                      
2  外 務 省 ホ ― ム ペ ー ジ http://www.mofa.go.jp/mofaj/kaidan/kiroku/s_mori/arc_00/m_summit/sengen.html 
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対する意識についても考慮する。フィールド調査にて実際にお金をかけたゲームを行い、

リスクに対する意識を評価した。これは労働移動に個人の心理的な要因が影響を与えるの

ではないか、という仮説によるものである。損失回避度、リスク回避度、時間選好を考慮

した。ゲームの方法については後述する。また、信用制約についても考慮に入れる。信用

制約とはお金を十分に借りることができる環境下にいないことを指し、本稿では「お金を

借りることができなかった」「必要な額のお金を借りることができなかった」という人を

信用制約あり、としている。金融サービスへのアクセスというのは発展において、また本

稿で注目する労働移動において重要な役割を果たす。出稼ぎには送金制度の整備が必要不

可欠であることは自明である。銀行口座と信用制約の有無から金融サービスの整備が労働

移動に与える影響を考察した。 

分析の結果、都市での雇用の情報、都市で働くメリットが情報として不足していること

が分かった。また、先に述べた金融サービスも労働移動に大きく影響しており、労働移動

が効率的に世帯の状況を改善し、マダガスカル共和国の発展へと繋げるためにも金融サー

ビス、特に貯蓄システムが重要となることが分かった。そこで、我々はケニアでの事例や、

その他途上国での金融サービスを例に、労働移動の促進、またそれに付随する発展への政

策提言を行った。現地でのフィールド調査では、世帯のデータだけでなく、その村の状況

や制度などのヒアリング調査も行っており、より具体的な政策を打ち出している。また、

2014 年に日本からの ODA が再開されることも踏まえ、日本が行うべき政策についても触

れている。 

 

キーワード：労働移動、開発経済、政府開発援助 
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はじめに 

ミレニアム開発目標（MDGs）が採択されてから、14 年が経ち、2015 年には期限を迎

えようとしている。しかし、現状を見てみると期限までに、8 つすべての目標を達成する

ことは不可能である。特に顕著なのが、ゴール 1 に掲げられている、極貧で過ごす人々の

半減を達成することが、非常に困難な地域があることである。それは、サハラ以南のアフ

リカとよばれる地域である。サハラ以南アフリカには、世界の貧困層の 3 分の 1 が生活し

ているといわれている。ミレニアム開発目標の期限が迫る中、ポスト MDGs として新た

に、世界が解決すべき課題を提示し、途上国や先進国を問わず、世界全体で課題に取り組

んでいくという試みが考えられている。 

これから、日本が果たすべき、国際社会の一員の役割として、途上国への援助があげら

れる。では、日本は、貧困に苦しむ国のためになにができるのであろうか。このことを考

えていくための一つの手段として、開発経済学という学問がある。開発経済学とは、貧困

を経済学的に考える学問であり、近年盛んに研究が進められている。そこで我々は、開発

経済学的視点から、貧困について考え、その脱却につながるような政策を考えていく。そ

こで、注目したのがマダガスカル共和国である。世界の最貧国のうちの一つであり、2009

年から停止していた、政府開発援助が 2014 年より、再開したマダガスカル共和国につい

て、研究することは、これからの日本の援助の方向性や世界の課題である貧困脱却につい

て考えるうえで、非常に意味のあることだといえる。よって、本稿では、貧困からの脱却

に焦点をあて、その手段の一つである労働移動について、マダガスカルにおけるデータを

使用し分析を進めていく。 

本稿の目的は、労働移動の阻害要因を分析し、その結果をもとに貧困脱却にインパクト

を与えることができる政策を提言することである。本稿の構成は以下のようになってい

る。まず、第 1 章の現状分析・問題意識の部分で、開発経済学を用いて貧困を考えること

の必要性やマダガスカルを研究することの意味について述べる。マダガスカルの現状も提

示することで、日本でマダガスカルについて「今」考えることの重要性について述べる。

目に、第 2 章で現状や先行研究をもとに問題意識について触れる。ここでは、先行研究を

もとに、我々が考えた問題意識を提示し、我々の研究のオリジナリティについても明らか

にする。第 3 章では、使用したデータや分析方法、分析結果について述べる。我々が分析

の際、使用するデータは、自らの調査により採取したデータであるので、その詳しい調査

方法や概要についてもこのパートで触れる。そして、実際に使用した分析方法や結果の詳

細、我々の考察についても説明する。その結果をもとに第 4 章で貧困脱却を目的とした政

策、そして日本がすべきことを提言する。第 5 章では、本稿についてまとめたうえで、今

後の課題についてのべる。 
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第1章  現状分析 

第1節 貧困と経済学 
 

近年、世界で重要な課題のひとつである貧困は、発展途上国だけでなく世界中で解決す

べき最重要課題である。現在、1 日 1.25 米ドル未満3で生活する人々は世界で 12 億人以

上、つまり世界人口の約 5 分の 1 が貧困状態にある。その中でも、世界の最貧困層の 3 分

の 1 以上がサハラ以南アフリカ地域に集中しており、サハラ以南アフリカ地域では全人口

の半数以上が 1 日 1.25 米ドル未満で生活をしている。また 1 日２米ドル未満で生活する

人々は約 2 人に 1 人である。貧困問題を解決することは国際社会において喫緊の課題であ

る。貧困とは、所得・消費、教育、健康などの水準が低いこと、生活が脆弱な状態に置か

れていること、弱い立場であり発言力がないことを指す。 

このような発展途上国の貧困問題を打ち切るために、1990 年以降さまざまな国際会議が

開催され、貧困削減や改善の取り組みを行ってきた。2000 年 9 月、ニューヨークの国連

本部で開催された国連ミレニアム・サミットでは、21 世紀の国際社会の目標であるより安

全で豊かな世界作りへの協力を約束する国連ミレニアム宣言が採択された。このミレニア

ム宣言は、「平和と安全」「開発と貧困」「環境の保護」「人権とグッドガバナンス(良い

統治)」「アフリカの特別なニーズへの対応」「国連の強化」などを課題としてあげ、21

世紀の国連の役割に関する明確な方向性を提示した。そして、この国連ミレニアム宣言と

1990 年代に開催された主要な国際会議やサミットで採択された国際開発目標をあわせたも

のがミレニアム開発目標(MDGs)である。これは、1990 年を基準年とし 2015 年までに国

際社会が達成すべき 8 つの開発目標を掲げ、その下により具体的な 21 のターゲットと 60

の指標が数値として設定されている。目標の内容としては、「極度の貧困と飢餓の撲滅」

「初等教育の完全普及の達成」「ジェンダー平等推進と女性の地位向上」「乳幼児死亡の

削減」「妊産婦の健康の改善」「HIV/エイズ、マラリア、その他の疾病の蔓延の防止」

「環境の持続可能性の確保」「開発のためのグローバルなパートナーシップの推進」が含

まれている。その第 1 目標である「極度の貧困と飢餓の撲滅」は MDGs の中で中核をな

す目標であり、国際社会の最重要課題であるといえる。また、その中には、極度の貧困、

つまり 1 日 1.25 米ドル未満で生活する人口の割合を半減させることがあげられている。

1990 年代以降、開発途上国のほとんどが開発における顕著な進歩をみせたが、図１のよう

にマダガスカルを含むサハラ以南アフリカ地域では、2015 年までにその達成は不可能であ

ろうとされている。その第 1 の理由として、急激な人口増加が考えられる。サハラ以南ア

フリカ地域における 1990 年の人口は 5.1 億人であったのに比べて、2010 年には 8.5 億人

にもなり 28％増加した。一方、1 日 1.25 米ドル未満で生活する人口の割合は、1990 年の

56％に比べて 2010 年には 48％へと若干減少した。人口に占める極度の貧困と飢餓の割合

は減少しているが、実際はそれ以上に人口が増加しているため、極度の貧困におかれてい

                                                      
3 2005 年の購買力平価(PPP)に基づく最貧国を示す貧困ライン 
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る人の絶対数は変わっていない、もしくは増加しているといえる。そのために、いまだに

サハラ以南アフリカ地域の人々の半数が極度の貧困に苦しんでいる状態である。また、第

2 の理由として、政府の行政機能の不足やインフラストラクチャーの不整備などの政策の

難点が考えられる。 

このような貧困問題を解決するために、開発経済学という学問がある。開発経済学は、

発展途上国の貧困の原因や特徴を明らかにし、社会・経済のさまざまな開発ニーズに応じ

て経済開発のあり方を研究する経済学の一分野である。 

 

 

(外務省ホームページ http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/doukou/mdgs/about.html ) 

 

 

『世界開発報告 2008 開発のための農業』(2008)では、貧困脱却には三本の道があると

されている。それは、農業生産性の向上、非農業就業による所得、都市への労働移動であ

る。また、『人間開発報告書 2009 障害を乗り越えて―人の移動と開発』(2009)では、人

の移動が容易になることは、所得や健康、教育などの状況を改善し、開発途上国に住む多

くの人々にとって最善の方法であるとされている。本稿で定義する労働移動とは、業種、

都市や農村などの移動先に関わらず労働目的で異なる地域に移動することであり、また一

時的な出稼ぎや長期滞在による労働も含んでいる。そして、労働移動が増えれば目の 3 つ

のことが考えられる。まず 1 つ目は、労働移動をすることで収入が多角化され、災害や病

気などのショックによる損失が軽減される。2 つ目は、所得が増加し、教育や農業などへ

の投資が増加する。そして 3 つ目は、労働移動により都市とのネットワークが形成され、

さらにまた労働移動に促進する。これらのことから、労働移動は貧困脱却のために必要で

あるといえる。本稿では、労働移動が貧困脱却に寄与するという仮定のもとに分析を行う。 

 

http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/doukou/mdgs/about.html
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第2節 現状分析 
 

日本とアフリカ 
 

日本はアフリカ諸国の開発に非常に積極的であるといえる。これは、アフリカ開発会議

（TICAD）を主導していることからも明らかである。アフリカ開発会議（TICAD）とは、

アフリカの開発をテーマとする国際会議であり、1993 年以降、日本政府が主導し、国際連

合、国連開発計画（UNDP）、アフリカ連合委員会（AUC）及び世界銀行と共同で開催し

ており、5 年に 1 度の首脳級会合に加えて、閣僚級会合などを開催している。アフリカ諸

国や、開発パートナー諸国、アジア諸国、国際機関、民間セクターや NGO 等の代表など

が参加し、TICAD の首脳会議とその前後に開催される閣僚会議、高級事務レベル会議な

どを含めたアフリカ開発への取り組みは TICAD プロセスと称され、日本の対アフリカ外

交の根幹を形成しているといえる。TICAD の主な目的は、アフリカ諸国の首脳と開発

パートナー間のハイレベルな政策対話を促進すること、そして、アフリカの自助努力によ

る開発イニシアティブのための支援を結集するという二つである。2013 年 6 月には、横

浜で TICADⅤが開催され、国家元首・首脳級を含むアフリカ 51 か国が参加し、主要テー

マである「強固で持続可能な経済」、「包括的で強靭な社会」、「平和と安定」について

議論が行われた。また、今後 5 年間の TICAD プロセスの指針となる「横浜行動計画」も

採択され、アフリカの成長を支えていく方針が決定された。「強固で持続可能な開発」、

「包括的で強靭な社会」、「平和と安定」のために、日本が運輸や電力といったインフラ

ストラクチャーの整備や人材教育に力をいれ、農業・教育・水・衛生といった広範囲での

生活水準の向上を狙った支援を行っていく方針である。 

 

 

日本とマダガスカル 

 
2014 年に民主的な選挙により、新大統領が誕生したことをうけ、日本からの対マダガス

カルの二国間協力が再開されることになった。ここでは、日本の対マダガスカルの ODA 

の特徴、マダガスカルの可能性について述べる。 

対マダガスカルへの ODA の特徴について述べる前に、ODA つまり政府開発援助につ

いて補足しておく。政府開発援助とは、政府または政府の実施機関によって、開発途上国

または、国際機関に供与されるもので、開発途上国の経済・社会の発展や福祉の向上に役

立つために行う資金・技術提供による公的資金を用いた協力のことである。政府開発援助

には、世界銀行や国際連合開発計画（UNDP）などの国際機関に資金を拠出して行う多国

間援助と、先進国の各政府から途上国へ直接資金拠出を行う二国間援助に分けられる。二

国間援助はさらに、無償資金協力や技術協力といった贈与と、低利貸付を行う有償資金協

力に分けることができる。日本では、技術協力、無償資金協力、円借款の実施機関が 2008

年に国際協力機構（JICA）に統合された。さらに、援助は個別プロジェクトを中心とした

プロジェクト援助と商品借款や政策改革を条件としたプログラム援助に分けることもでき

る。90 年代以降、プログラム援助の主要目的は経済政策改革からより複雑な制度改革へと

移行していった。政府開発援助を通じて途上国の発展を手助けし、地球全体の問題解決に

努めることに対して、世界各国から寄せられる期待は少なくない。このような期待に積極

的に応えていくことは、国際社会における信頼を培い存在力を高めることにもつながる。

そして、政府開発援助は、開発途上国の安定と発展への貢献を通じて、国際社会の平和と

安定にむけ重要な役割を果たすものである。これまでの日本の政府開発援助の特徴は、ほ

ぼ一貫してアジア重視の性格をもっていたが、近年、貧困にあえぐアフリカ地域、特にサ

ハラ以南アフリカ諸国への援助の必要性が強調されるようになっている。 
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2009 年に暫定政府が発足し、二国間援助が停止する以前の日本からの、対マダガスカル

の二国間援助は、主にインフラストラクチャーの整備や、農業・漁業、教育、保健、水と

衛生等、幅広い分野において技術協力、無償資金協力を行っていた。しかし、2014 年、

ODA が再開されることになったが、実際に行われている援助は、FAO と連携した大量発

生しているバッタへの対策計画のみである。マダガスカルは、鉱業、観光業、農業、水産

業の分野で潜在的な可能性を秘めた国である。また、アジア-アフリカの主要海上航路上に

位置し、地理的にも、地域経済、ビジネスにおいて重要な役割を担っていく可能性も非常

に高い。だからこそ、今、対マダガスカルへの援助を日本が考えていくことが重要である。

対マダガスカルへの新しい援助を考えていくことで、これからの日本の経済や国際社会に

おける信頼を確立していくことが可能である。 

 

マダガスカルの現状 
 

マダガスカル共和国は、アフリカ大陸の南東部に位置する島国である。首都はアンタナ

ナリボであり、外務省によると面積は 58 万 7041 平方キロメートル(日本の約 1.6 倍)、人

口は 2290 万人である。総人口のうち約 20％が都市部、80％が農村部に居住している。民

族は主にアフリカ大陸系、マレー系であり、メリナやベチレオなど約 18 の部族がある。

公用語はマダガスカル語とフランス語で、宗教はキリスト教が 41%、伝統宗教が 52%、イ

スラム教が 7%である。主要農産物は米であり、総人口の約 80%が農業従事者である。 

マダガスカルは、1960 年代にフランスからの独立を果たし、当時アフリカでも有数の経

済成長を遂げた国である。しかし 1970 年代以降、政変が繰り返され政治的に不安定で経

済は低迷し、一人当たりの収入が 1970 年の 473 米ドルから 2008 年には 419 米ドルへ減

少するなど、社会的・政治的混乱が長引いた。また、近年では 2009 年のクーデターによ

り憲法の手続きに則らない形で暫定政府が発足し、それ以降政府が安定せず、人道支援目

的以外の ODA が停止されていた。政変以前に策定された、経済発展や貧困削減、生活の

質の向上のための長期ビジョンであり、ミレニアム開発目標を達成するための中長期の実

行計画でもあった、マダガスカル行動計画（MAP）の政策目標も、2012 年までは、継続

される予定であったが、実現は不確実となり、マダガスカルの開発、発展は低迷してしま

う。2014 年に民主的な選挙に基づき、新大統領が誕生し、アフリカ連合(AU)や南部アフ

リカ開発共同体(SADC)は制裁を解除し、政治的安定を回復しつつある。2014 年の政変を

受けて、日本は新規の二国間経済協力を再開することにした。 

現在、マダガスカルにおける貧困率は約 80%であり、2014 年の人間開発指数（HDI）

のランキングでは、187 か国中 155 位と低く、世界の最貧国のひとつとされている。また、

マダガスカルはサハラ以南アフリカ地域の中でも上位を争うほどの貧困に面している。そ

こで、貧困脱却はマダガスカルにおける最優先課題であると考えられる。また、先に述べ

たとおり、労働移動は貧困脱却に寄与する。さらに、新政権が発足し政策がほぼ皆無の状

態である今、日本からマダガスカルへの経済協力の方向性を考えていく必要がある。 

そこで本稿では、開発経済学の視点から、マダガスカルにおける労働移動の阻害要因を

探り、さらに行動経済学的要素である、リスクへの態度やネットワークなどの心理的要因

による効果がどのように労働移動の意思決定に影響を与えるのかを分析し、論じていく。 
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第2章 先行研究及び本稿の位置づけ 

 

第 1 節 先行研究 

David et al. [2007] によると、リスク選好を考慮にいれることは、人々の意思決定を分

析する上で重要である。また、その中で、環境的要因とリスクへの態度をふまえた行動経

済学的要因のどちらが人々の労働移動の決定により影響を与えているのかを、リスク選好

指数、リスク回避指数を考慮してプロビット分析を用いて分析している。本稿が注目する

労働移動の意思決定においては、収入などの一般的指標ではなく心理的な面が大きく影響

を与えると予想される。労働移動による利益は、即時に得られるとは限らず、ネットワー

クの形成による便益は長い時間をかけて発生するものである。そのため、リスク回避、損

失回避に加えて未来志向型か現在志向型かを測る時間選好を考慮する。そこでフィールド

調査において３つのゲームを行い、それぞれの指標を測った。ゲームの内容については以

下の通りである。 

 

リスク回避については Schechter[2007]を参考に被験者は賭け額とサイコロの出た目に

よって報酬額が決まるというルール説明を行った上で、2000ariary4を被験者に渡し、

0Ariary、400Ariary、800Ariary、1200Ariary、1600Ariary、2000Ariary の中から賭け

金を選択してもらった。賭け額が低いほどリスク回避的であると想定し、その金額を変数

として用いる。（付表 1） 

 

 

損失回避については、トランプのカード十枚から一枚を引き、50％の確率で利益を得、

50％の確率で損をするというゲームを仮想的に用意した。利益と損失の金額の違う Plan 

A, Plan B のどちらのゲームを選択するのかを調査した。これを 7 通り行い、被験者は質

問 1 から順に答えていく。７つの質問を通して Plan A よりも Plan B の方が利益の金額も

損失の金額も大きくなっている。また、質問番号が大きくなるにつれて Plan A では利益

が小さくなり、損失が大きくなっている。一方、Plan B では質問番号が大きくなるにつれ

                                                      
4 2000ariary はマダガスカル農村における一日の平均賃金のおよそ三分の二 
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て利益が大きくなり、損失が小さくなる。Plan B へ転換する質問番号が大きいほどほど損

失回避的であると考えられ、Plan A から Plan B に転換する質問番号を変数として用い

る。（付表 2） 

 

 

付表２ 

 

時間選好については Kirby et al.[2002]の手法を参考にして、現在得られる報酬（option 

A）と後日得られる報酬（option B）の組み合わせのうちどちらを選ぶかという質問を 8

通り用意し、被験者はすべての質問に質問１から順番に答える。Option A では今日報酬が

得られるが金額は Option B より小さく、質問番号が大きくなるにつれて報酬の金額も小

さくなっていく。Option B では質問番号が大きくなるにつれて報酬を得られるまでの日数

は小さくなっていく。現在志向である人ほど A を選び、未来志向な人ほど早い段階で B を

選ぶと想定する。選択が B に変わるスイッチングポイントを変数として用いる（付表

3）。 
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矢倉・大野 [2014]では、家族や友人からの支援認識、つまり支援してもらえるという期

待があるかどうかが人々の労働移動の意思決定において重要な役割を担っており、支援認

識が出稼ぎを抑制していると考えられる。ショック時に支援を得られるならば出稼ぎをし

なくても済み、そのようなネットワークが出稼ぎを抑制しうるのかを検証するため、労働

移動の決定要因を、移動をしたいかどうかという個人の意思をふまえて分析している。そ

の際、友人支援認識と家族支援認識自体も内生的に決まるので、それぞれを被説明変数と

した「友人支援認識関数」、「家族支援認識関数」と労働移動経験、労働移動意思を同時

に推計する bivariate probit model を用いている。 

 

 

第2節 本稿の位置づけ 

これらの先行研究を基に、本稿では、マダガスカルにおける労働移動の意思決定におい

てリスク選好や損失回避、時間選好が移動意思に影響を与えるという仮説のもと、分析を

行っていく。また、家族や友人からの支援の認識が、マダガスカル農村における人々の、

労働移動への意思にはどのように影響するのかも分析する。矢倉・大野［2014］では、支

援認識が労働移動への意思を抑制すると述べているが、これはマダガスカルでも、同様の

ことがいえるのか、また、都市と農村に移動先を区別した場合はどのように性質が異なる

のかを本稿で明らかにしていく。よって、移動意思については農村部への労働移動意思、

都市部への労働移動意思を、それぞれ労働移動意思なし、短期的移動意思あり、長期移動

意思ありで区別する。また、同時に労働移動経験を分析することで、マダガスカルにおけ

る労働移動の現状を理解することが可能となる。 
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第3章  理論・分析 

第1節 データ 
現在、マダガスカルにおいて農村から都市への労働移動が起きていると証明できる信憑

性のあるデータを得ることができない。既存のデータが見つからないため、本稿で使用す

るデータは、平成 26 年 8 月にマダガスカルの農村を訪れ、現地で行った農村世帯調査で

得たものを使用して分析を行う。この調査では、マダガスカルのマンジャカンドリアナ、

アンカソベ、アンツィラベの 3 地域、13 の農村に訪れ、日本で事前に作成した調査票を用

い、通訳を通しマダガスカル語で調査を行った。この調査では、525 世帯、2560 名のデー

タを収集した。調査対象の人口分布は図２のようになっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本稿では、13 歳以上のサンプルのみを用いる。13 歳以上のサンプルのみを使用する理

由としては、初等教育の終了が 12 歳であること、そして、13 歳未満では、仕事に関する

知識が乏しく、労働移動への意思決定を正しく行えないと判断したためである。13 歳以上

のサンプル数は 1642 であり、平均年齢は 32.9 歳である。年齢区分は図 3 にあるとおり、

30 歳未満のサンプルが約 48％を占めている。また、今回使用するデータの基本情報は付

表 4 に示してある。 
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第2節 分析 
 

被説明変数には労働移動経験の有無は Multinomial probit 分析、労働移動意思を

Bivariate ordered probit 分析を用いて分析を行う。 

  

推計式はそれぞれ、以下の通りである。 

 

（１） 労働移動経験の推定 

図 4 

 ὣ  ὢ ὢ ὢ Ễὢ ό 

 

モデルＡ 

0, 過去 5 年間で 一度も労働移動経験がない 

 

ὣ=    1, 過去 5 年間で都市部に労働移動をしたことがある 

 

       2, 過去 5 年間で農村部に労働移動をしたことがある 

 

モデルＡでは、被説明変数には図 4,に示してあるように、過去 5 年間の労働移動経験がな

い人を 0、過去 5 年間の都市部への労働移動経験がある人を 1、過去 5 年間の農村部への

労働移動経験がある人を 2 として使用している。 

説明変数には、性別、年齢、年齢の二乗値、銀行口座ダミー、ラジオダミー、携帯電話

ダミー、総農地面積、教育年数、世帯総収入の対数値、時間選好指数、損失回避指数、リ

スク回避指数、地域ダミー（アンカソベ）、地域ダミー（アンツィラベ）を使用した。詳

細は付表 5 に記している。 

これらの説明変数、被説明変数を使用し、Multinomial probit 分析を用いて、労働移動経

験についての分析を行った。労働移動経験がない人をベースとし、都市部への移動経験や

農村への移動経験がある人はどのような傾向があるのかをこの分析において明らかにする

ことが可能である。第 1 節で述べた通り、農村調査で得たデータから 13 歳以上のサンプ

ルのみを使用し、使用するすべての変数に欠損がなかった 790 サンプルで分析を行った。 
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（２） 労働移動意思の推定 

ここでは、2 種類の移動意思つまり、労働移動を行いたいかどうか、についての分析を行

う。一つ目は図 5．に表わしてあるように、被説明変数を、「労働移動意思なし」、「都

市部への短期間の労働移動意思あり」、「都市部への長期間の労働移動意思あり」で表わ

される序列変数を使用したモデル B,モデル C と、図 6.に表わしてあるように、被説明変

数を「労働移動意思なし」、「農村部への短期間の労働移動意思あり」、「農村部への長

期間の労働移動意思あり」で表わされる序列変数を使用したモデル D,モデル E である。 

 

図 5． 

モデル B,モデル C 

 
ὣ  ὢ ὢ ὢ Ễὢ ό 

 
 
ὣ         

 

 

 

 

図 6． 

モデル D,モデル E 

ὣ  ὢ ὢ ὢ Ễὢ ό 

 
 
ὣ         

     

 

 

 

説明変数は、性別、年齢、年齢の二乗値、銀行口座ダミー、教育年数、信用制約、時間

選好指数、損失回避指数、ラジオダミー、携帯電話ダミー、総農地面積、世帯内 13 歳以

下の子供の数、世帯収入の対数値、地域ダミー（アンカソベ）、地域ダミー（アンツィラ

ベ）、世帯内における労働移動経験者の有無（ダミー変数）、出生地ダミーを使用した。

また、モデル B とモデル C には家族支援認識、モデル D とモデル E には、友人支援認識

をそれぞれ関数として被説明変数に組み込んでいる。説明変数の詳細は付表６に示してい

る。 

これらの分析では、今までの労働移動経験ではなく、これから都市部や農村部への労働

移動を行いたいと思っているか否か、という潜在的労働移動者に焦点を当てて推計を行う。

この推計では、説明変数に、その世帯の構成員の労働移動へのインセンティブに影響を与

えるであろうと考えられる、世帯における労働移動経験者ダミーを組み込んでいる。また、

信用制約は図 7 のように質問し、信用制約がある世帯を 1、信用制約に直面していない世

帯を 0 として説明変数に組み込んでいる。農村調査で得たデータから、13 歳以上かつ調

査の際に、在宅していたサンプルのみを使用し、534 サンプルで分析を行った。分析方法

は Bivariate ordered probit 分析を用いている。これは、先行研究である矢倉・大野

［2014］に則り、友人支援認識と家族支援認識をそれぞれ関数として、両モデルの説明変

数に組み込むために使用した。 

 

 

0, 労働移動意思がない 

1, 都市部への短期間の労働移動意思がある 

2, 都市部への長期間の労働移動意思がある 

0, 労働移動意思がない 

1,  農村部への短期間の労働移動意思がある 

2,  農村部への長期間の労働移動意思がある 
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図 7． 
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第３節．推定結果とその考察 
 
1.3.1 労働移動経験の分析結果の考察 

 
モデル A の推定結果は付表７に表わしてある通りである。都市部への労働移動経験にお

いては、性別、年齢、年齢の二乗値、銀行口座ダミー、携帯電話ダミー、世帯収入の対数

値、地域ダミー（アンツィラベ）が有意であった。農村部への労働移動経験については、

性別、年齢、年齢の二乗値、携帯電話ダミー、リスク回避指数、地域ダミー（アンツィラ

ベ）で、有意な結果が得られた。有意な変数で、都市部への労働移動経験と正の相関があ

るものは、性別、年齢、銀行口座ダミー、携帯電話ダミー、世帯収入の対数値である。こ

のことから、労働移動経験がない人に比べて、男性が都市部への労働移動経験がある可能

性が高く、銀行口座や携帯電話を持っていると労働移動経験ある可能性が高いと推測する

ことができる。農村部への労働移動経験については、有意であった変数のうち、正の相関

を持つ変数は、性別、年齢、携帯電話ダミーであった。また、負の相関をもつ変数は、リ

スク回避指数と地域ダミー（アンツィラベ）であった。このことから、農村部への労働移

動経験がある人は、男性の方が農村部への労働移動経験がある可能性が高く、携帯電話を

所有している方が農村部への労働移動経験がある可能性が高いといえる。また、リスク回

避的な人ほど、農村部への労働移動経験があることもわかる。携帯電話の保有は都市部、

農村部両方の労働移動経験に正の相関があるのは、携帯電話があることで、離れていても

家族と連絡がとることができることからであると推測できる。 

 

 

（*は有意水準 10％、**は有意水準 5％、***は有意水準 1％） 
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目に、労働移動経験の限界効果を示している回帰分析の考察を行う。特に、都市労働移

動と農村労働移動の銀行口座ダミーの係数に注目していく。そこでは、都市の労働移動経

験における銀行口座ダミーのほうが、限界効果が大きな値として記されていることが分か

るであろう。つまり、銀行口座は特に都市の労働移動経験に大きな相関を示していること

が分かる。これは同時に、都市への労働移動を促進するためには、銀行口座とは大きな役

割を担っているということをも暗示している。また、このことは、携帯電話に関してもい

えることであることを付け足しておく。これは、政策提言にもつながる重要なファクター

である。 

 

 

 

（*は有意水準 10％、**は有意水準 5％、***は有意水準 1％） 

 

 

 

 

 

1.3.2 労働移動意思の分析結果の考察 

 
都市部への労働移動意思の推定結果は付表 9、付表 10 に表わしてある通りである。家族

支援認識、友人支援認識ともに、都市部への労働移動意思において負で有意となった。農

村部への移動の推定結果については付表 11、付表 12 に表わしてあり、家族支援認識、友

人支援認識ともに有意でない結果となった。これは、農村部への労働移動意思において家

族や友人からの支援は影響をしないと示唆しているため、農村部への労働移動は心理コス

トが低いと考えることができる。都市への労働意思において家族支援認識、友人支援認識

ともに負の相関があることから、家族や友人の支援を得ることができるという認識は、都

市部への移動意思を抑制していることを示している。 
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（*は有意水準 10％、**は有意水準 5％、***は有意水準 1％） 

 

 

 

 

（*は有意水準 10％、**は有意水準 5％、***は有意水準 1％） 
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（*は有意水準 10％、**は有意水準 5％、***は有意水準 1％） 

 

 

 

 

 

（*は有意水準 10％、**は有意水準 5％、***は有意水準 1％） 

 

 

 

 



ISFJ 政策フォーラム 2014 発表論文 

21 

 

目に都市部への労働移動意思の推定における、家族支援認識関数、友人支援認識関数の

推定結果から、それぞれの性質について考察していく。家族支援認識関数においては、教

育年数、ラジオダミー、総農地面積、世帯収入の対数値、出生地ダミーが正に有意である。

これらは、家族からの支援を得られるという認識を持つ人は、経済的に豊かであるという

可能性がある。友人支援認識については、教育年数、損失回避指数、ラジオダミー、総農

地面積、世帯内の労働移動経験者の有無に、正に有意である。また、信用制約が負に有意、

つまり、信用制約下にない人の方が、友人支援認識が高いということができる、以上より、

友人支援認識においても、経済的な豊かさが影響をしていると推測することができる。損

失回避指数が正に有意であることは、損失回避的な傾向がある人ほど、友人支援認識があ

ると示している。これは、有事の際における友人からの支援は、セーフティーネットとし

ての役割を果たしていると推測できる。また、ここで注目しておきたいのが、都市部への

労働移動意思について、家族支援関数を加えた場合であれ、友人支援関数を加えた場合で

あれ、時間選好が負に有意である点である。これは、未来志向型の人ほど長期の都市部へ

の労働移動を希望すると示唆している。 

 

また、都市部への労働移動意思の推定結果と農村部への労働移動意思を比較してみると、

教育年数が農村部への労働移動意思の回帰分析での推計結果のほうが、5％で正に有意な

結果が出ている。これはつまり、教育年数が高い人ほど、農村に労働移動を行う傾向にあ

るということである。そして、さらに「労働移動経験のある世帯」のダミー変数について

の、本稿からの考察を述べておく。この変数は、基本的な見方としては、都市への移動意

思では、1％で正に有意な結果、そして農村への労働移動意思では、負に相関していると

いう結果が導き出された。このことは、つまり今までに労働移動経験のある人にとって、

労働移動というものは魅力的なものであるというように解釈することができる。つまり、

一度労働移動を経験することで、それ以降も農村外でのエリアで雇用需要がありさえすれ

ば、労働移動を持続的に行っていけるであろう。そして、労働力の効率性が上昇し、都市

での高目産業、そして農村での多くの労働力を必要とする農業にも大きな効率性というも

のが反映されていくであろう。 

 

しかし、ここで注意しておきたいことが存在する。それは、労働移動の率が上昇するこ

とにより引き起こされる都市におけるスラム街の形成である。一つのスラム街に対する見

方として、スラム街は労働の効率性を上昇させる一国の開発段階での重要な段階であると

いうものが存在する。しかし、本稿では、未だに労働移動があまり頻繁に行われていない

マダガスカルを主な例として掲げている。そのため、今回はそのスラム街の形成というも

のを大きく取り扱わずに、今後の課題として置いておくこととする。 
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第4章  政策提言 

 

本稿のオリジナリティは労働移動意思を考慮している点にある。どうすれば労働移動を

行うか、また行いたいと思わせることができるのかに焦点を当てて政策提言を進めてい

く。 

都市への労働移動は発展に必要不可欠であるとともに、家計の所得の多角化、都市への

ネットワーク形成など様々な利益をもたらす。前章で、出稼ぎ先で病気や災害などの

ショックが起きたときに家族、友人にお金を借りることができるかどうかの指標である家

族・友人家族支援認識に関してはすでに述べた。分析を行った結果、これらを認識するこ

とは、労働移動意思を抑制につながるという結果が得られた。つまり、矢倉・大野[2014]

が示すように、支援認識の存在によって労働移動の必要性を感じなくなっていると解釈す

ることができる。 

今回の分析結果からも分かるように、出生地ダミーが支援関数のすべての回帰分析にお

いて 1％で正に有意な結果となっている。つまり、このことは生まれてから、現在まで村

で生活をしているということ意味し、内縁、かつ村の中でのコミュニティというものが成

熟していると解釈することができる。さらに、村コミュニティ外で働くということは、今

まで村の外で労働経験のない人にとっては非常にハードルの高いものとなっているはず

だ。この推測通り、都市への労働移動意思の回帰分析の結果より、今まで労働移動の経験

ダミーも 1％有意という結果を示しており、かつ労働移動の印象についてのインタビュー

結果を示している図 5 より、労働移動が良い経験となったと答えた人が全体の約 9 割と非

常に多いことがわかる。この結果から、労働移動経験のある人が家計にいる世帯の構成員

にとっては、未来の労働移動ということに関しての心理的ハードルがそれほど高くないと

推測することができる。また、図６が示すように労働移動した際に仕事を見つけるまでの

日数は半数以上が０日であり、都市での雇用需要が農村からの労働供給を賄うには十分で

あることがわかる。このことより、効率的な労働移動を誘引するには、都市での雇用に関

する情報提供ということが重要なファクターとなることは間違いないだろう。そこで基本

的な情報として求人情報誌を配布することが重要であると考える。仕事の存在と仕事の重

要性を伝えることが労働移動意思を促すことが期待される。 
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また、分析結果から、銀行口座を持っている人ほど労働移動経験があるという結果が得

られた。これは移動先からの送金において銀行口座は必要不可欠であることを意味してい

る。出稼ぎというのは自身の家計へ送金することを目的としているからである。 

しかし、調査した中で銀行口座を持っている世帯は、全世帯の約 6％であり、送金手段

を持たない家計が大半を占めている。送金手段があったとしても、日本の江戸時代でいう

飛脚のような役割を担う、「人」による送金が行われている現状を調査により認識するこ

とができた。しかし、銀行口座を所有することで、より迅速に送金を行うことができるの

は自明である。そのため、労働移動を促進するため、また、労働移動をより長期的なもの

にするためには、銀行口座の普及が必要であろうと推測できる。そして、調査地での世帯

の携帯電話保有率、つまり世帯内に 1 台でも携帯電話を保有している世帯は、全体の約

48％と半数近くの世帯が携帯電話を利用できる状況にある。そこで、私たちは携帯電話を

用いた送金方法を提案する。この事例としては、ケニアで実際に行われている M-PESA

を取り上げる。M-PESA とは、携帯電話を用いた送金方法で、送金元と送金先に金融機関

の代理店が仲介することによって実現する方法である。方法としては、送金元で代理店に

預金を行い、携帯電話番号を指定し、その番号宛にメールが送信される。メールを受け

取った人は送金先の代理店に赴き、お金を引き取るといったような方法で行われる。この

システムの利点は、送金にかかるコストが非常に少なくて済むというものである。 

一般的に途上国で金融サービスが発展しない理由として、世界銀行(2008)「Finance For 

All」にて、3 つの阻害要因を挙げている。「①都市部以外での地域で、銀行の支店や

ATM が存在していないこと。②銀行の口座開設料金や最低預金残高の設定が高すぎると

いうこと。③本人確認に必要な戸籍を持たない層の人たちが存在するということ。」であ

る。このうち、1 つ目の問題に関しては、ブランチレスバンキングというように銀行の支

店を必要としない銀行サービスによって解決することができると考えられる。2 つ目の問

題に関しては、M-PESA の事例では口座開設料は徴収していない。これでも、サファリコ

ムは、M-PESA により十分な利益を得ることができている。（しかし、3 つ目の問題に関

しては、解消が非常に難しい。それにもかかわらず、M-PESA は実際に成功している。そ

のため、あまりこの点に関しては留意しないこととする。） 

実現性という面にも焦点をあてると、M-PESA のようなシステムを採用しようとするな

ら、携帯電話の普及率というものが必要不可欠な存在となることは間違いない。 

そこで、付表 13 はケニアとマダガスカルにおける携帯電話の普及率を示している。ケ

ニアで M-PESA が導入されたのが、2007 年である。つまり、その当時の携帯電話の普及

率は 30％ほどである。そして、現在のマダガスカルの携帯電話の普及率は 30％を悠に超

えている。そのため、携帯電話の普及率という面ではそれほど、障壁はないといえるであ

ろう。 

 

 

付表 13 
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目に、M-PESA のシステムを導入するにあたって必要となるのが、どの機関が実際にブ

ランチレスバンキングのサービスを提供するかである。そこで問題となるのが、サービス

を始めるまでの初期投資である。そこで、先ほど事例として挙げた、ケニアの M-PESA

を運営するサファリコムは、早急かつ確実に拡大させるため、そして企業間競争に勝ち抜

くために巨額のブランド投資と農村でプリペイド販売を行っている業者を利用した。それ

により、僻地ともいえる農村までネットワークを広げることができた。これに関してマダ

ガスカルでは、「ORANGE」などの通信会社がある程度はすでに参入している状態であ

る。そのため、このような通信会社を日本の対マダガスカルの ODA を『通信産業のブラ

ンチレスバンキングの発展に向けてのみ使用可能』といった条件付政府間援助を提供する

ことで、送金に関する問題は解消することができると考えられる。 

さらに、このシステムの利点は、送金にかかるコストが非常に少なくて済むというもの

である。これは、農村に生活する人にとって、ブランチレスバンキングを助長するきっか

けとなるであろう。 

以上のように二つ目の観点とは ICT の重要性を強調するものである。さらに、一つ目の

提言として挙げた情報提供の充実に関して、M-PESA は大きな役割を担う可能性を秘めて

いるシステムである。というのも、農村で生活する人と携帯電話という一種のメディアと

の距離を縮めることで、雇用に関する情報を手に入れることができる可能性が広がるのだ。

この点に関しては、Megan G. plyler, Sherri Haas and Geetha Nagarajan（2010）にま

とめられているところでもある。 

 

最後に提言するのは、マイクロファイナンスに関する政策である。この政策提言の前提

として信用制約に直面していると記した際は、家計構成員すべてが信用制約に直面してい

るということを意味している。そして、分析結果に目を向けると、家族支援認識の移動意

思の回帰分析では、信用制約は有意な結果を得ることはできなかった。これは、前提を理

解した上では、それほど理解しがたいことではないだろう。それに対して、友人支援認識

の回帰分析では、信用制約ダミーは 2 つとも、1％以下で負に有意であるという結果を得

ることができた。これは、信用制約に直面している家計の構成員は友人支援に対してあま

り良い印象として認識していないということがうかがえる。さらに、信用制約に直面して

いる家計というのは、友人からの支援も受けることのできない状況にあるということをも

意味している。しかし、反対に言えば、この信用制約下から家計を解き放たせることで、

労働移動を行う可能性というものが上昇すると考えられる。しかし、マダガスカルには金

融機関は存在するものの、貧困層が利用できるシステムには程遠い。現地調査を行った際

にも、信用制約に直面している人は、『お金を返済することができない』といったような

理由でお金を借りていない現状があった。つまり、お金を借りるということに非常にハー

ドルの高い印象を持っていることがうかがえた。そこで、私たちは、マイクロファイナン

スの促進を提案する。 

マイクロファイナンスとは金融サービスが受けられていなかった低所得家計を対象とし

た担保を必要としない小規模融資や貯蓄などの金融サービスのことである。近年は多くの

途上国で、マイクロファイナンスが導入され、実績を残している。以前は、政府やドナー

からの資金援助に頼ることが多かったが、近年では金融機関として立場を重視するため、

市場と同じ金利をつけることが多くなっている。しかし、それでもなお返済率は高い数字

を保っている。ここで、バングラデシュのグラミン銀行を例に挙げ、マイクロファイナン

スの性質を概観することとする。 
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グラミン銀行の始まりは、バングラデシュ・チッタゴン大学の経済学部教授ムハメド・

ユヌス（Muhanmmad Yunus）のグラミン銀行プロジェクトに由来する。当プロジェクト

は、バングラデシュの最底辺とよばれている人たちに低利子で、かつ無担保で小額融資を

行う。その機関は、バングラデシュ銀行、国営商業銀行、バングラデシュ農業開発銀行な

どの機関に援助を受けての運営となった。そして、1983 年、グラミン銀行法が制定され、

グラミン銀行は法人格へと成長していくこととなる。特徴としては、以下のことをあげる

ことができる。 

 

① 取引の場は、一般銀行の都市部ではなく、行員が実際に借り手を訪問し、融資・返

済の手続きをウィークリーミーティングの場で行うというものである。 

② 貧困層の人たちは、一般的に識字率が低いため、一般銀行のような複雑な手続きを

行うのではなく、手続きを借り手が行わずに行員の手により行われる。つまり、借

り手はサインをするのみで融資の手続きを行うことができる。 

③ 無担保といっても完全に信用を与えているわけではなく、借り手で 5 人組を作り、

互いにチェックを行いあう。 

④ 小額融資から始まり、1 年かけて返済を行っていく。利率は 20%と高率となるが、

単利で融資される。そして、完済後、累進貸付を受ける権利を得ることとなる。 

 

おおまかに分けると、上記のような特徴をつかむことができる。これらから、一般銀行よ

りも貧困層の人たちが融資を受けやすい環境にあるということは明らかなことであろう。 

 ただ単に、融資を受けやすくするだけでなく、貯蓄という面でもマイクロファイナンス

は有効である。労働移動が、その日暮らしのための収入を得るための労働になるのでは、

マダガスカルが目指すべき貧困脱却にはつながらない。資産の増加や貯蓄の効率性が期待

できるようなシステムの整備が必要である。そこで近年、多くの途上国で取り入れられて

いるマイクロ貯蓄に注目する。 

多くの途上国で少額融資を行うマイクロファイナンス機関が存在するが、その中のいく

つかはマイクロ貯蓄も提供している。そんな中、先に事例として挙げた、グラミン銀行で

は、マイクロ貯蓄口座も提供している。しかし、大半が貸付けで、実際に貯蓄商品を提供

しているのは少数である。一方で世界金融危機の影響で貯蓄に対する意識は高まっており、

多くのマイクロファイナンス機関で貯蓄を資産とする貸付を構想している。このことは、

2000 年にマイクロソフト会長のビル・ゲイツによって設立された世界最大の慈善基金団体

であるゲイツ財団もマイクロ貯蓄に支援を始めたことからも窺うことができる。 

また、労働移動を促進しうる要素としてマイクロ貯蓄システムの整備が考えられる。こ

れは分析において時間選好が有意に働いていたことによる。つまり未来志向的である人ほ

ど労働移動に行きたいと解釈できる。未来志向型ことは将来のことを重く考えているとい

うことであるので、未来への投資、つまり貯蓄を重要視するのではないかと考える。貯蓄

をすることで、移動意思が強まる可能性だけでなく、貯蓄をし、世帯収入を長期的に多角

化させることで、消費傾向にも影響を与えることができるのはないかと推測することがで

きる。つまり、労働移動による収入を貯蓄し、将来に残すことで、将来の教育や農業、保

健衛生など様々な方向に、その収入を使用することができ、これこそが長期的に貧困脱却

を牽引すると推測できる。 

これらのマイクロファイナンスの担い手として、既にマダガスカルでは、CECAM とい

う企業がある。低利子での貸し付けだけでなく、用途別での利子の設定や、貯蓄も行って

いる。これらを農村部にすむ人々に普及、浸透させるために、私たちは JICA による金融

リテラシーのセミナーを提案する。金融リテラシーとは、お金の管理にかかわる知識のこ

とである。マダガスカルにおいて、JICA が担う重要な役割として、農業生産性の向上が

あげられる。JICA は PAPRIz と呼ばれる、マダガスカルにおいて、米の生産性を向上さ

せるプロジェクトを進めつつ、PAPRIz を導入している世帯への定期的な調査も行ってい
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る。しかし、課題として農村部の人々が、自分たちの米の収量や肥料の投入量を正確に認

識できていないことがあげられている。実際に我々が行った調査の際に、総農地面積を正 

確に答えることができない世帯や米の収量や自家消費量、売買した量を認識していない

家計は多々あった。ここで、金融リテラシーを身につけることができるようなセミナーを、

定期的な調査の際に行うことで、農村部の人々は、収量の計算や管理が行えるようになる

のと同時に、CECAM の存在の認知やマイクロファイナンスへのアクセスが容易になると

考えられる。金融リテラシーの教育により、家計の収入や支出を自分たちで正確かつ主体

的な管理が可能となるため、マイクロファイナンスの効果も高まると期待する。 

 

我々が、本節で提言した政策提言は 3 つある。一つ目は、求人情報による心理コストの

低下、二つ目は、日本の条件付政府間援助の提供による携帯電話を使用した送金システム

の普及、三つ目が JICA による金融リテラシー教育とマイクロファイナンス、とくにマイ

クロクレジットとマイクロ貯蓄の普及である。これらが、マダガスカルにおける労働移動

の促進、そして貧困からの脱却を可能にすると考える。 

また、日本による条件付政府開発援助や JICA によるサポートを進めることで、日本

とマダガスカル間の関係を密にし、また、日本政府が主導するアフリカ開発会議（TICAD）

のように、日本が担うべき国際社会の役割をはたしていくことができる。 
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第5章  おわりに 

 

本稿では、貧困脱却の一つの手段として、都市への労働移動に焦点をあて分析を行った。

オリジナリティとしては、労働移動の経験だけではなく、労働移動への意思を被説明変数

として分析したこと、行動経済学的要素を組み込み、分析したことである。人の意思決定

を分析するにあたり、行動経済学的要素を考慮することは非常に重要であると考え、今回

の分析を行った。分析結果から、以下の 3 点が明らかになった。 

まず、先行研究としてとりあげた[矢倉・大野 2014]と同様に、家族や友人からの支援を

得られるという認識は、都市部への移動意思を弱めるという点である。つまり、家族や友

人から支援をうけることができるからこそ、労働移動をする必要性を感じていないと言え

る。これは、労働に関する情報が不足しているからであると推測し、求人情報で仕事を持

つことの重要性を伝えると同時に、心理的なコストを下げることで、人々を都市への労働

移動に促すことができるのではないかと提言した。目に、都市部への労働移動経験におい

て、携帯電話の所有と銀行口座の所有が正の影響を与えていることである。これは、銀行

口座を持つことによって、都市からの送金が容易になることと、携帯電話による家族との

連絡の容易さが理由として挙げられる。そこで、我々は、携帯電話による送金システムを

提言し、普及させることで、都市部への労働移動意思をより促進することができるのでは

ないかと推測した。最後に、都市部への労働移動意思において、時間選好が有意であり、

未来志向型の人ほど、都市部への長期の労働移動意思が強いという傾向が明らかとなった。

このことから、我々はマイクロ貯蓄を政策として提言し、労働移動を短期の世帯における

収入の多角化という面だけでなく、長期的な世帯収入の多角化、そして貧困脱却へとつな

げることが可能となると推測する。 

今回の研究では、労働移動促進による、都市への人口集中やスラムの形成、貧富の差の

拡大については触れていない。これらは今後の課題とし、研究を続けていきたいと思う。 

 

 
最後に、本稿を執筆するにあたり、熱心なご指導をいただいた栗田匡相准教授、行動経済

学についての適切な助言を賜りました大洞公平准教授、マダガスカルにおける農村調査で

多大なるご支援、ご協力をいただいた JICA マダガスカル事務所の方々、通訳として農村

調査に帯同してくださったアンタナナリボ大学の学生の方々、そして、調査に協力してく

ださったマダガスカル農村の皆様に、深い感謝の意を表して謝辞とさせていただきます。 
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